
 

平成 24 年３月 23 日 
各  位 

会 社 名 株式会社パシフィックネット 
代表者名 代表取締役   上田 満弘 

（コード番号 3021 東証マザーズ） 
問合せ先 取締役副社長  山崎 健一 

（電話番号 03－5730－1442） 

 
業務提携に関するお知らせ 

 
 当社は、平成 24 年３月 23 日開催の取締役会において、株式会社光通信（本社：東京都

豊島区、代表取締役社長 玉村 剛史、以下、「光通信」という。）との業務提携について合

意することを決議いたしましたので下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
１．業務提携の趣旨 
  当社の中古携帯電話事業の拡大を目的として、平成 22 年８月に当社が 51％、光通信が

49％を出資して設立いたしました株式会社アールモバイル（以下、「アールモバイル」と

いう。）について、平成 24 年３月 23 日開催の取締役会で決議された光通信が保有するア

ールモバイルの全株式を取得し、アールモバイルを完全子会社化した上で、当社を存続

会社として吸収合併いたします。これに伴い、当社と光通信と新たな業務提携契約を締

結し、従来以上に中古携帯電話事業の協業の強化とその他中古パソコン等の買取・販売

業務の取引強化を図ってまいります。 
 
２．業務提携の内容 
  全国に広がる当社と光通信とのネットワークにおいて、中古携帯電話並びに中古パソ

コン等の引取回収、データ消去、再生、買取及び販売を積極的に行い、顧客ニーズに即

したより付加価値の高いサービスを提供し、両社の企業価値向上に繋げるものです。 
 
３．業務提携の相手先の概要 
（1）名 称 株式会社光通信 
（2）所 在 地 東京都豊島区西池袋一丁目４番 10 号 
（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 玉村剛史 
（4）事 業 内 容 移動体通信事業、OA 機器販売事業、固定回線取次事業、 

法人向け携帯電話販売事業、インターネット関連事業、 
保険代理店事業、ビジネスソリューション事業、他 



 

（5）資 本 金 54,259 百万円 
（6）設 立 年 月 日 昭和 63 年２月５日 
（7）大株主及び持株比率 有限会社光パワー  34.88％ 

重田康光      13.38％ 
株式会社光通信    10.16％ （平成23年 12月 31日現在） 
資 本 関 係 当該会社は当社の大株主であり、平成 23

年 11 月 30 日現在の所有株式数の 1,331
株、その持株比率は 5.14％であります。 

人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき

人的関係はありません。なお、当社の連

結子会社で当該会社との合弁会社であ

る株式会社アールモバイルに、当該会社

から取締役１名が派遣されております。 
取 引 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき

取引関係はありません。また、当社の関

係者及び関係会社と当該会社の関係者

及び関係会社の間には、特筆すべき取引

関係はありません。 

（8）上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 

関連当事者への 
当 該 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当

しません。また、当該会社の関係者及び

関係会社は、当社の関連当事者には該当

しません。 
（9）当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 
連 結 純 資 産 116,094 百万円 114,046 百万円 109,411 百万円 
連 結 総 資 産 221,091 百万円 217,552 百万円 228,885 百万円 
１株当たり連結純資産 1,836.39 円 1,967.93 円 1,879.76 円 
連 結 売 上 高 333,663 百万円 349,097 百万円 449,050 百万円 
連 結 営 業 利 益 21,464 百万円 3,847 百万円 2,594 百万円 
連 結 経 常 利 益 20,902 百万円 2,817 百万円 1,159 百万円 
連 結 当 期 純 利 益 △1,002 百万円 755 百万円 △701 百万円 
１株当たり連結当期純利益 △17.55 円 13.51 円 △13.02 円 
１ 株 当 た り 配 当 金 60.00 円 60.00 円 60.00 円 

 
 
 



 

４．提携の日程 
  取締役会決議日  平成 24 年３月 23 日 
  契約締結日    平成 24 年３月 23 日 
 
５．今後の見通し 
  本提携による平成 24 年５月期通期連結業績予想及び個別業績予想につきましては、現

在精査中であり、今後の業績に重要な影響を及ぼすことが明らかになった場合には、速

やかに開示してまいります。 
以上 


